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日本のテレビ番組の海外での視聴を可能にするサービスを
提供する業者の行為が、テレビ局の著作隣接権の侵害に当
たるかどうかが問われた二件の仮処分案件において、知財

高裁は最近、一見相矛盾するかのような二つの決定を下した。

まねきTV事件
ソニー製「ロケ-ションフリーテレビ」の中核部品であるベース・ステー

ション(「BS」)は、テレビ・チューナーと、チュ-ナーで受信した放送信号
をデジタル信号化して出力する回路から成り、受信し、デジタル信号化
した放送信号を、対応するパソコンまたは専用モニターからの指令に応
じて、インターネットを介して当該パソコンまたは専用モニターに送信す
るという機能を有する。利用者は、BSを日本国内に設置し、入力端子を
アンテナと接続し、更に出力をインターネットに接続しておくと、海外(ま
たは国内でも放送波が届かない場所)に設置してあるパソコンまたは
専用モニターからこのBSを操作することによって、当該パソコンまたは
専用モニターの画面で日本のテレビ放送を視聴できる。本件は、複数の
利用者がそれぞれ購入するBSを、自己のデータセンター内にまとめて
設置し、共同のアンテナに接続したうえ、ハブを介して一個のルーター
によってインターネットに接続する「まねきTV」と称するサービスを提
供する業者に対し、在京の6テレビ局が、当該サ-ビスはテレビ局が放送
事業者として有する著作隣接権のうちの送信可能化権を侵害するもの
であるとして、差止の仮処分を求めた事件である。東京地裁がこの申立
を却下した(平成18年8月4日決定)ために、債権者は知財高裁に抗告
を行ったが、抗告も知財高裁によって却下された(平成18年12月22日
決定)。更に、テレビ局は最高裁への許可抗告を行うための許可を知財
高裁に求めたが、知財高裁は最高裁への抗告を許可しなかった(平成
19年1月31日決定)。

債権者(放送局)は、大略、BSの所有権は各利用者に帰属することを

認めながら、アンテナ、分配機、ハブ、ルーター等
の機器がすべて債務者(サービス提供業者)所有
であることから、BSを含むこれらの機器群は有機
的に結合されて一つのサーバーと同様の機能を
果たしており、一体としての同機器群は複数の利
用者にデジタル化された放送信号を送信するの
であるから、「自動公衆送信装置」に該当し、当該
装置に放送信号を入力する行為および放送信号
が入力された当該装置をインターネットに繋ぐ行
為は、いずれも送信可能化行為そのものであると
論じた。これに対して知財高裁は、大略、仮に上記
機器群が一体と成っているとしても、各BSから放
送信号を送信できる宛先は当該BSの所有者のパ
ソコンまたは専用モニターだけであるから、「1対
1」の送信に過ぎず、「1対多」の送信でない以上「
公衆」への送信といえない、そうだとすれば個々の
BSないし一体としてみた上記機器群は自動公衆
送信装置とはいえない、従って公衆送信があると
はいえず、被告人の行為は、BSの寄託を受けて電
源とアンテナの接続環境を提供するだけであって

送信可能化行為に該当しないとした。

録画ネット事件
まねきTV事件に先立つこの事件は、放送局が、海外居住日本人向け

に、大略、次のようなサービスを提供する債務者の行為が、放送事業者
の著作隣接権(複製権)を侵害する行為であるとして、差止めを求めた
仮処分事件である。債務者は、すべて自分で調達したテレビパソコン、ア
ンテナ、ブースター、分配機、サーバー、ルーター、監視サーバー等の多
くの機器を債務者の事務所内に設置する。テレビパソコンには債務者
が作成したソフトがインストールされる。これらの機器およびソフトは有
機的な一体としてのシステムを構成しており、債務者は、当該システムが
常時作動するよう監視し、一体として管理している。利用者は、手元のパ
ソコンから、債務者のサイトにアクセスし、認証を受けた後、割り当てら
れたテレビパソコンにアクセスし、これを操作して放送番組の録画を行
い、手元のパソコンへの録画データのダウンロードを行う。録画可能な
のは、債務者が設定した範囲内の放送(Y事務所所在地で受信されたア
ナログ地上波放送)のみである。かかる操作はすべて債務者サイト上で
指示説明された手順にのっとって行われる。知財高裁は、これらの事実
を認定したうえで、放送の複製行為(録画行為)は債務者が管理してい
るものであり、それによって利益を得ているから、利用者でなく債務者自
身が複製行為を行っていると判断した(平成17年11月15日決定)。

まねきTV事件と録画ネット事件の対比
両事件においては、録画した放送のインターネット経由での送信か、

生放送のインターネット経由での送信かという相違があり、そのために
侵害を問われた権利も異なるが、サービスの内容・目的は上述したよう
に類似している。しかし、知財高裁は、録画ネット事件では著作隣接権
侵害を肯定したが、まねきTV事件では著作隣接権侵害を否定した。し
かも、両事件の決定は、知財高裁の同一の部によるものである。知財高

著作隣接権に関する知財高裁の二つ
の決定
類似する事実関係の下で著作隣接権侵害が問題となった二つの仮処分事件
において、知財高裁は2005年と2006年にそれぞれ決定を下した。著作権侵
害が認められたのは、そのうちの一件においてだけであったが、両決定はい
ずれも従来の判例法を踏襲したものであるから、整合的に理解することが可
能である。
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裁自身は、最高裁への許可抗告を許可しない旨の決定の中で、両事件
における判断は矛盾するものでない旨を述べているが、本当にそうであ
ろうか。

一般に、自然的観察によれば必ずしも著作権(あるいは隣接権)侵害
行為を直接行っているとは言い難い者について、規範的評価によって
侵害行為を行っているとして責任を問うためには、当該侵害行為に対
する管理・支配の存在および利益の帰属という二つの要件を満たすこ
とが必要であるとするのが、最高裁昭和63年3月15日判決を嚆矢(こう
し)とする判例法である。そして、誰が録画を行ったと評価されるかだけ
が論点であった録画ネット事件においては、東京地裁も知財高裁もこの
判例法の判断基準を適用して結論を導いている。

まねきTV事件における東京地裁の決定も、上記判例法の判断基準
を適用しているが、BSの所有権が利用者に保持されており(これに対
し、録画ネット事件におけるテレビパソコンの所有権は実質的に債務
者が有すると認定された)、他の機器もソフトもすべて汎用製品であり、
債務者はサーバーを設けて各利用者の利用状況を監視することもして
いないといった事情を重視した。結論として、ネット録画事件と異なり、
複数のBSが一体のシステムとして機能しているとは評価できず、個々の
BSから送信行為を行っているのは各利用者であり、そうだとすると各
利用者から同一利用者への間の送信を行うに過ぎないBSは自動公衆

送信装置に該当せず、債務者に送信可能化行為があったとはいえない
とした。

まねきTV事件の高裁却下決定は、東京地裁の決定の理由を肯定し
たうえで、新たに、債務者の所に設置してある機器類が有機的な一体を
成しているとみたとしても、それが自動公衆送信装置に該当する筈はな
い、なぜなら送信の実質は、同一利用者間で行われるに過ぎず、公衆へ
の送信は全く行われないからである、と説示した。BSからの送信が同一
利用者間で起きるに過ぎないという事実は東京地裁も認定しており、
東京地裁は、従って個々のBSは自動公衆送信装置に当たらないとも判
示している。しかし、地裁のかかる事実認定は、本件サービスは各機器
が有機的な一体を成しているものではないという事実認定を前提にし
ていると読める。すなわち、各機器は有機的な一体を成しておらず、各
BSは相互に独立であり、個々のBSを用いて送信行為を行うのは各利
用者であるという事実認定がまずあって、そうだとすれば個々のBSから
の送信は特定一主体(利用者)から特定一主体(同一利用者)への送信
でしかないから公衆送信に当たらず、従って各BSは自動公衆送信装置
に当たらないというロジックである。これに対し、知財高裁は、上述のよ
うに、本件サービスを構成する機器を「一体としてみたとしても」、送信
の実質が「1対1」に過ぎないから自動公衆送信装置に該当せず、送信
可能化行為が存在するとはいえないと、一歩踏みこんで説示している。
従って、知財高裁は、機器が一体を成しているかどうかという点を含め



著作隣接権に関する知財高裁の二つの決定

20 - asialaw JapanReview  April 2007

ておよそ送信行為が債務者の管理・支配下にあるといえるかどうかとい
う論点は、まねきTV事件においては二義的なものに過ぎず、そもそも「
1対多」の送信があり得るかどうかこそが本質的な論点であり、後者の
論点の判断にとっては前者の論点の判断は必ずしも必須でないと判断
したことになる。

しかし、個々のBSに着目して送信をとらえることは、複数のBSが一体
として一つの有機的なシステム(またはその一部)を構成していないとい
う理解を前提にして初めて許されることであろう。もしBSを含む機器類
が一体として一つのサーバーのように機能しているととらえるのであれ
ば、そのような一体としてのシステムからの送信先は、特定多数の利用
者であると解することが自然だからである。特定多数は「公衆」を構成す
るから、この場合には、システム全体が自動公衆送信装置を構成すると
いうべきことになってしまう。従って、知財高裁が本件サービスを構成す
る機器を「一体としてみたとしても」といったのは、勇み足だったのでは
ないか。「1対1」送信を強調するように読める決定理由中の判断も、や
はり、本件サービスを構成する機器が一体としてのシステムを構成する
とは言い難いという、東京地裁決定の事実認定を踏まえたものであった
と考えるべきであろう。

結局、両事件の事案の相違というのは、サービス提供業者の機器類
に対する管理とその運用に対する管理・関与の程度の差であったので
はないか。かかる管理・関与の程度が強い録画ネット事件では、それが
故に録画行為への管理・支配を債務者が有すると判断され、債務者が
録画行為を行っているという結論に至ったのに対し、機器類に対する管
理とその運用に対する管理・関与の度合いが弱いまねきTV事件では、
送信行為を個々のBSについて観念せざるを得ず、そうだとすれば公衆

への送信は存在しないから自動公衆送信装置も存在せず、送信可能化
権の侵害は無いと判断されたものと考えられる。このように考えるなら、
これら二つの事件における知高裁の判断は、知財高裁自身が最高裁へ
の抗告を許可しない決定で述べるように、相互に矛盾するものではな
く、従来の判例法理を異なる事実関係に適用したに過ぎないものと理
解することができる。

二つの事件が問題としたサービスの間には、サービス業者による機
器類の運用に対する管理・支配の程度が異なるさまざまな類似サービ
スが想定できる。今後の判例の集積によって、サービス提供者の管理・
支配がどの段階に達したら侵害行為を債務者の行為とみなすことが可
能となるのかが、更に明らかにされることを期待したい。
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